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ケアプランセンター月運営規程 

 

第 1 条（事業の目的） 

この規程は、株式会社傍楽が設置するケアプランセンター月（以下「事業所」という。）が行う指定居宅

介護支援事業の適正な運営を確保するために必要な人員及び管理運営に関する事項を定め、事業

所の介護支援専門員（主任介護支援専門員を含む。以下同じ。）が、利用者の意思及び人格を尊重

し、常に利用者の立場に立って、適切な指定居宅介護支援の提供を確保することを目的とする。 

 

第 2 条（運営の方針） 

１．事業所は、利用者が要介護状態となった場合においても、可能な限り居宅においてその有する能力

に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう配慮して援助に努める。 

２．利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者自らの選択に基づき、適切な保健

医療サービス及び福祉サービスや事業者の連携を得て、総合的かつ効果的な介護サービス計画に

基づいて介護サービスが提供されるよう配慮して行う。 

３．利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供されるサービス等が特

定の種類または特定の事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に行う。 

４．事業の運営に当たっては、市町村、地域包括支援センター、在宅介護支援センター、他の居宅介護

支援事業者、指定介護予防支援事業者、関係医療機関、介護保険施設、指定特定相談支援事業者

等との連携に努める。また地域包括支援センターより支援困難な事例や中重度者事例の紹介を受

けた場合においても十分な連携を図るよう努める。 

５．サービスの提供に当たっては、要介護者等の要介護状態の軽減若しくは悪化の防止に努め、主治

の医師等及び医療サービスとの連携に十分配慮して行う。要介護状態が改善し要介護認定が要支

援認定となった場合、居宅介護支援事業者は地域包括支援センターに必要な情報提供を行うなど

の措置を講ずる。 

６．利用者の要介護認定等に係る申請に対して、利用者の意思を踏まえ、必要な協力を行う。また、要

介護認定等の申請が行われているか否かを確認し、その支援も行う。 

７．保険者から要介護認定調査の委託を受けた場合は、その知識を有するよう常に研鑽に努め、被保

険者に公正、中立に対応し正しい調整を行う。 

８．前７項の他、介護保険法その他の法令、「京都市介護保険法に基づく事業及び施設の人員、設備及

び運営の基準等に関する条例（平成 25 年１月９日京都市条例第 39 号）」、「指定居宅介護支援等の

事業の人員及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 38 号）」等に定める内容を遵守し、事業

を実施するものとする。 

 

第３条（事業所の名称等） 

事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。  

（ １ ） 名  称   ケアプランセンター月 

（ ２ ） 所 在 地  京都府久世郡久御山町栄三丁目１番地２０  

 

第４条（従業者の職種、員数、及び職務内容） 

１．事業所に勤務する従業者の職種、常勤換算による員数及び職務内容は次のとおりとする。 

（ １ ）管理者 １人（主任介護支援専門員・常勤兼務） 

ア 管理者には主任介護支援専門員を配置し、事業所の介護支援専門員その他の従業者の

管理及び居宅介護支援の利用の申し込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管

理を、一元的に行うこと。 

イ 管理者は事業所の介護支援専門員その他の従業者に運営基準を遵守させるため必要な指

揮命令を行うこと。 

（ ２ ）主任介護支援専門員 １人以上（うち１人は、管理者と兼務） 

介護支援専門員 １人以上 

事務員 適当数 

  介護支援専門員は、第２条の運営方針に基づく業務にあたる。 

（ ３ ）事務職員 適当数 ※必要に応じて雇用する。 

   事務職員は、事業の実施に当たって必要な事務を行う。 
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２．介護支援専門員のサービスの取扱いに関する基準は厚生省令第 38 号第 13 条を遵守する。 

 

第５条（営業日及び営業時間等） 

事業所の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

（ １ ） 営 業 日 月曜日から金曜日までとする。 

ただし、祝祭日、１２月３０日から１月３日、１月１１日を除く。 

（ ２ ） 営業時間 ０９時００分から１７時００分までとする。 

（ ３ ） 上記の営業日、営業時間のほか、電話等により常時連絡が可能な体制を整備する。 

 

第６条（通常の事業の実施地域） 

通常の事業の実施地域は 

久御山町全域、宇治市全域、城陽市全域 

以下の京都市伏見区の一部地域 

淀美豆町、淀際目町、淀生津町 

淀池上町、淀木津町、淀本町、淀下津町、淀新町、淀川顔町 
  

第７条（居宅介護支援の提供方法） 

１．居宅介護支援サービスの提供開始に際し、あらかじめ、利用者等に重要事項説明書を交付し口頭で

の説明を懇切丁寧に行うとともに、利用料、情報開示の方法等について同意を得るものとする。 

２．事業所の介護支援専門員は、身分を証する書類を携行し、初回訪問時又は利用者もしくはその家族

から求められたときは、これを提示する。 

３．指定居宅介護支援の提供を求められたときには利用者の被保険者証により被保険者資格、要介護

認定の有無、認定区分及び要介護認定の有効期間等を確かめる。 

４．要介護認定等の申請が行われているか確認し、行われていない場合は被保険者の意思も踏まえて

速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行う。 

５．要介護認定等の更新の申請は、現在の要介護認定等の有効期間が満了する１箇月前には行われ

るよう必要な援助を行う。 

６．要介護認定等を受けた者の居宅サービス計画の作成に当たっては、保健医療サービス・福祉サービ

ス等のサービス事業者と連携し、利用者の承認を得て総合的かつ効率的にサービス提供されるよ

う、サービス提供の手続を行う。また、サービス事業所の選択に当たっては利用者若しくはその家族

の自由な選択を尊重し、複数の事業所の紹介を求めることが可能であることや、当該事業所を計画

に位置付けた理由を求めることが可能であることを説明し、理解を得て署名による同意を得るものと

する。 

７．予め、利用者等に対し、利用者が病院もしくは診療所（以下「医療機関等」という）に入院する必要が

当該利用者に係る介護支援専門員の氏名及び連絡先を医療機関等に対し伝える よう依頼を行うこ

ととする。なお生じた場合には、日頃から介護支援専門員の連絡先等を介護保険被保険者証や健

康 保険被保険者証、お薬手帳等と合わせて保管することを依頼する。 

８．事業所は、以下のいずれかに該当する正当な理由がない場合、サービスの提供を拒否しない。 

（ １ ）当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合 

（ ２ ）利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合 

（ ３ ）利用申込者が他の指定居宅介護支援事業者にも併せて指定居宅介護支援の依頼を行っているこ

とが明らかな場合 

 

第８条(居宅介護支援の具体的取扱方針) 

１．居宅介護支援の具体的取扱方針は次のとおりとする。 

（ １ ）居宅介護サービス計画の担当者 

介護支援専門員は居宅サービス計画の作成に関する業務を行う。 

（ ２ ）相談の受付場所 

利用者等から相談を受け付ける場所は第３条に規定する事業所内とする。 

（ ３ ）利用者等への情報提供 

居宅サービス計画作成開始に当たっては、利用者及び家族に対し、当該地域における指定居宅

介護サービス事業者等の名簿、サービス内容、利用料等の情報を提供し、利用者が希望するサ
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ービス事業者の情報を適正に説明する。複数のサービス事業者等の紹介の求め等があった場

合には誠実に対応し、利用者またはその家族のサービスの選択が可能となるように支援する。

利用者等の選択を求めることなく最初から同一の事業主体に偏った計画原案を提示することは

行わず、利用者の意思に反して、集合住宅と同一敷地内等の居宅サービス事業者のみを計画に

位置づけない。 

（ ４ ）利用者の実態把握 

介護支援専門員は、居宅サービス計画作成に当たって利用者の有している能力、提供を受けてい

るサービス等、その置かれている環境等の評価を通じて、利用者が現に抱える問題点を明らかに

し、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援し、解決すべき課題を把握しなけれ

ばならない。 

（ ５ ）居宅サービス計画の原案作成 

      居宅サービス原案作成にあたっては、以下について十分留意する。 

ア 介護支援専門員は、利用者の居宅を最低月１回訪問し、利用者及びその家族と面接し支援

する上で解決しなければならない課題を分析し、利用者、家族が指定した場所においてサービ

スの希望並びに利用者について把握された課題に基づき、当該地域における介護給付等の

対象サービスが提供される体制を勘案して、提供されるサービスの目標、達成時期、サービス

を提供する上での留意点を盛り込んだ居宅介護サービス計画の原案を作成する。 

イ 利用者等が、訪問看護、通所リハビリテーション等医療系サービスを希望している場合やそ

の他必要な場合は、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求める。医療系サービスに

ついては、主治の医師等の指示がある場合においてのみ、居宅サービス計画に位置づける。

この場合、意見を求めた主治の医師等に対して居宅サービス計画を交付する。なお、介護サ

ービスに対して主治の医師等から留意点等が示された場合は、当該留意点を尊重して計画の

作成を行う。 

ウ 末期の悪性腫瘍の利用者に限り、利用者等の同意を得て、心身の状況等により主治の医師

等の助言を得た上で必要と認める場合以外は、サービス担当者会議の招集を行わず、利用者

の支援を継続できる。この場合、心身等の状況について、主治の医師等、サービス事業者へ

情報を提供する。支援については、主治の医師等の助言を得たうえで、状態変化を想定し、今

後必要となるサービス等の支援の方向性を確認し計画作成を行い、在宅を訪問し、状態の変

化やサービスの変更の必要性を把握する。 

エ 居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める回数以上の生活援助中心型の訪問介護を位置

づける場合は、利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等に十分留意しつつ、

その必要性や特段の理由について計画に記載するとともに、市町村に届出を行う。 

（ ６ ）サービス担当者会議の開催 

居宅サービス計画原案を作成した場合は 原則としてサービス担当者会議を開催し、情報を共有す

るとともに、担当者から専門的な見地から意見を求めるものとする。但し、末期の悪性腫瘍の利用

者に限り、心身の状況等により主治の医師又は歯科医師等の意見を勘案して必要と認める場合、

その他やむを得ない理由がある場合については、サービス担当者に対する照会等により意見を求

めることができるものとし、利用者の状態を分析、把握するため複数職種間で意見調整を行い事業

所との連携を図る。 

（ ７ ）居宅サービス計画の説明、同意及び交付 

介護支援専門員は、利用者又はその家族等に対し、居宅サービス計画に位置付けたサービスの種

類、内容、費用等について説明し、文書により利用者の同意を得、当該居宅サービス計画を交付す

る。 

 

２．サービスの実施状況の継続的な把握、評価は次のとおりとする。 

（ １ ）介護支援専門員は、居宅サービス計画作成後においても、利用者及びその家族、指定居宅サ

ービス事業者等との連絡を継続的に行うことにより、居宅サービス計画の実施状況の把握及び

利用者の課題把握を行う。また、居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受け

たときやその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔機能その他利用者の心身又は

生活状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て、主治の医師もしくは歯

科医師、又は薬剤師に提供するものとする。 

（ ２ ）介護支援専門員は、少なくとも１月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者の面接を行い、モニ

タリング結果を記録する。 
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３．介護保険施設の紹介等は次のとおりとする。 

（ １ ）介護支援専門員は、利用者がその居宅において日常生活を営むことが困難になったと認める場

合又は利用者が介護保険施設等への入院又は入所を希望する場合には、主治の医師等の意見

を求めたうえ、介護保険施設への紹介その他の便宜の提供を行う。 

（ ２ ）介護支援専門員は、介護保険施設等から退院又は退所しようとする要介護者から依頼があった

場合には、居宅における生活へ円滑に移行できるよう、あらかじめ居宅サービス計画の作成等の

援助を行う。 

 

第９条（利用料、その他の費用額）  

通常の事業の実施地域にお住まいの方は無料です。それ以外の地域にお住いの方は、事業実施地

域と地域外の境より片道 100 円/km の交通費を自己負担でお支払いいただく。 

 

第 10 条（法定代理受領サービスに係る報告） 

１．指定居宅介護支援事業者は、毎月保険者に対し、居宅介護サービス計画において位置づけられ

ている指定居宅サービス等のうち法定代理受領サービスに関する情報を記載した文書を提出す

る。 

２．指定居宅介護支援事業者は、居宅サービス計画に位置付けられている基準該当居宅サービスに

係る特例居宅介護サービス費又は特例居宅支援サービス費の支給に係る事務に必要な情報を

記載した文書を、市町村（当該事務を国民健康保険団体連合会に委託している場合にあっては、

当該国民健康保険団体連合会）に対して提出しなければならない。 

 

第 11 条（利用者に対する居宅サービス計画等の書類交付）  

利用者が、他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合、要介護認定を受けている利用者が要

支援認定を受けた場合、その他利用者からの申し出があった場合には、当該利用者に対し、直近の

居宅サービス計画及びその実施状況に関する書類を交付しなければならない。 

 

第 12 条（事故発生時の対応） 

介護支援専門員等は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合には速

やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ、管理者に報告しなければ

ならない。 

 

第 13 条（相談・苦情への対応） 

１．利用者又はその家族からの相談・苦情等を受け付けるための窓口を設置するとともに、必要な措

置を講じ、相談・苦情等が発生した場合には管理者に報告するものとする。 

２．利用者又はその家族からの相談・苦情等を受け付けた場合には、当該相談・苦情等の内容等を

記録するものとする。 

３．事業所は、提供した事業に関し、介護保険法第 23 条の規定により市町村が行う文書その他の物

件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村からの質問若しくは照会に応じ、及び市町村が行う

調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って

必要な改善を行うものとする。 

４．事業所は、提供した事業に係る利用者及びその家族からの苦情に関して国民健康保険団体連合

会の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から指導又は助言を受けた場合は、当

該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

 

第 14 条（個人情報の保護） 

１．事業所は、利用者及びその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生

労働省が作成した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

ス」を遵守し適切な取扱いに努めるものとする。 

２．事業所が得た利用者及びその家族の個人情報については、介護サービスの提供以外の目的では

原則的に利用しないものとし、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合

は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意をあらかじめ文書

により得るものとする。 
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第 15 条（虐待の防止） 

１．事業所は虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じるものとする。 

（ １ ）虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果につい

て、従業者に周知徹底を図る。 

（ ２ ）虐待の防止のための指針を整備する。 

（ ３ ）従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

（ ４ ）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。 

２．事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養

護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、市町村に通報す

るものとする。   

 

第 16 条（秘密の保持） 

１．従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 

２．従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者でな

くなった後においても、これらの秘密を保持すべき旨を、従業者との雇用契約の内容に含むものと

する。 

 

第 17 条（従業者の研修等） 

事業所は、従業者に対し、常に必要な知識の習得及び能力の向上を図るための研修（外部における

研修受講を含む。）を実施する。なお、研修の機会を次のとおり設けるものとし、また、業務体制を整

備する。 

 

採用時研修 採用後１・３・６ヶ月で実施    

継続研修 年 2 回以上 

指導者制度 新卒採用、中途採用者には実施指導・相談役として 1 名指名し充実した教育体制を行う

  

 

（その他運営についての留意事項） 

第 18 条（その他運営についての留意事項） 

１．事業所は、居宅介護支援に関する記録を整備し、その完結の日から５年間保存するものとする。 

２．この規程に定める事項のほか、運営に関する重要な事項は、株式会社傍楽と事業所の管理者と

の協議に基づいて定めるものとする。 

 

   附 則 

 この規程は、令和 6 年 10 月 1 日から施行する。 


